
介護保険事業計画作成のための地域分析・検討結果記入シート

R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3

認定率 B4-a ％ 見える化・時系列
（各年度年報） 17.4 17.7 18.0 15.4 15.8 16.2 18.4 18.7 18.9 18.9 19.3 19.6

調整済み認定率 B5-a ％
見える化・時系列（比較地域と比較）
（各年度年報）

17.4 17.2 16.8 16.3 16.2 15.9 17.0 17.0 16.6 18.4 18.4 18.0

調整済み認定率（要介護３～５） B6-a ％ 見える化・時系列（比較地域と比較）
（各年度年報） 5.8 5.7 5.5 5.8 5.7 5.6 5.8 5.7 5.6 6.2 6.3 6.3

調整済み認定率（要支援１～要介護
２）

B6-b ％
見える化・時系列（比較地域と比較）
（各年度年報）

11.6 11.5 11.3 10.5 10.4 10.3 11.3 11.2 11.0 12.2 12.1 11.7

R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3

受給率（施設サ－ビス） D2 ％
見える化・時系列
（各年度年報）

2.6 2.7 2.7 2.5 2.5 2.5 2.8 2.8 2.8 2.3 2.3 2.3

受給率（居住系サ－ビス） D3 ％
見える化・時系列
（各年度年報）

1.9 1.9 1.9 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3 1.9 1.9 2.0

受給率（在宅サ－ビス） D4 ％
見える化・時系列
（各年度年報）

8.3 8.5 8.9 7.8 8.0 8.3 9.8 9.9 10.2 9.9 10.1 10.5

R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3

受給者1人あたり給付月額（在宅およ
び居住系サ－ビス）

D15-a 円
見える化・時系列
（各年度年報）

131,007 131,508 132,224 126,053 125,887 127,131 128,829 129,423 130,298 139,615 139,859 141,712

受給者1人あたり給付月額（在宅サ
－ビス）

D15-b 円
見える化・時系列
（各年度年報）

116,246 116,353 117,117 114,141 113,452 114,718 118,025 118,281 119,151 125,467 125,034 127,017

受給者1人あたり給付月額（訪問介
護）

D17-a 円
見える化・時系列
（各年度年報）

57,287 61,109 63,593 55,214 58,224 59,928 68,919 73,426 75,248 73,246 77,170 78,597

受給者1人あたり利用日数・回数（訪
問介護）

D31-a 回
見える化・時系列
（各年度年報）

18.1 19.0 19.7 18.7 19.3 19.8 24.0 25.1 25.6 22.8 23.8 24.2

受給者1人あたり給付月額（訪問入
浴介護）

D17-b 円
見える化・時系列
（各年度年報）

63,092 66,102 66,641 61,092 61,789 62,158 61,909 62,559 62,640 65,464 66,357 65,027

受給者1人あたり利用日数・回数（訪
問入浴介護）

D31-b 回
見える化・時系列
（各年度年報）

4.9 5.1 5.1 5.0 5.0 4.9 5.0 5.0 5.0 5.1 5.1 4.9

受給者1人あたり給付月額（訪問看
護）

D17-c 円
見える化・時系列
（各年度年報）

44,396 45,131 45,928 40,825 41,432 41,986 40,500 41,148 41,445 44,152 45,545 46,209

受給者1人あたり利用日数・回数（訪
問看護）

D31-c 回
見える化・時系列
（各年度年報）

9.3 9.5 9.6 8.4 8.6 8.8 8.7 8.8 8.9 10.8 11.0 11.1

受給者1人あたり給付月額（訪問リハ
ビリテーション）

D17-d 円
見える化・時系列
（各年度年報）

38,364 38,959 38,657 35,901 36,234 36,883 33,241 33,726 34,160 35,616 36,277 38,217

受給者1人あたり利用日数・回数（訪
問リハビリテーション）

D31-d 回
見える化・時系列
（各年度年報）

12.7 12.8 12.6 12.2 12.2 12.5 11.4 11.5 11.7 11.7 11.9 12.2

受給者1人あたり給付月額（居宅療
養管理指導）

D17-e 円
見える化・時系列
（各年度年報）

14,711 14,858 15,037 13,606 13,682 13,974 11,939 11,888 12,220 13,678 13,707 14,134

受給者1人あたり給付月額（通所介
護）

D17-f 円
見える化・時系列
（各年度年報）

75,445 80,505 80,040 81,473 85,610 86,141 81,668 85,006 84,960 71,939 74,776 74,591

受給者1人あたり利用日数・回数（通
所介護）

D31-e 日
見える化・時系列
（各年度年報）

9.9 10.3 10.3 10.6 10.9 11.0 10.7 10.9 11.0 9.3 9.4 9.5

受給者1人あたり給付月額（通所リハ
ビリテーション）

D17-g 円
見える化・時系列
（各年度年報）

59,847 61,651 61,507 60,007 61,300 61,473 58,520 59,317 59,650 65,696 68,305 68,778

　「D31-a　受給者１
人あたり利用日数・
回数（訪問介護）」
が全国平均等と比
較して顕著に低い
ことが分かる（但
し、埼玉県も同様の
傾向）。
　「D17-ｃ、D31-ｃ、
D17-e」から訪問看
護や居宅療養管理
指導の利用が多く、
医療系サービスへ
の需要が大きいこ
とが分かる。

　居住系サービスの供給
量が多く、訪問介護等を
利用して在宅生活を送る
者が少ないのではない
か。
　病院や医師の少なさ
を、訪問看護や居宅療養
管理指導等の医療系
サービスで補っているの
ではないか。

　「D32-a　受給率（訪
問介護）（要介護度
別）」で確認すると、全
介護度において訪問
介護受給率が全国平
均を下回ったが、特に
要介護２での差が顕
著であった（全国
0.809％、本市
0.672％）。要介護３以
上は施設入所が視野
に入るため差が出にく
く、要介護１は居宅
サービスを中心に利用
しているものが多いた
め差が出にくいが、要
介護２は居住系サービ
スの利用を選択する
者が多いと考えられ
る。
　「G6-a　病院数（人口
10万対）」、「G6-b一般
診療所数（人口10万
対）」、「G7　医師数（人
口10万対）」で確認す
ると、いずれも全国平
均を下回った。医療系
サービスの日数や回
数が多い点は、ケアマ
ネジャーが必要なサー
ビスと量を適切に見込
んでいるためで、医療
給付を含めた全体とし
ては給付費の伸びを
抑えることに繋がって
いると考えられる。

　次期計画に向け
て適切な施設整備
を検討する必要が
ある。
　在宅で生活した
いという希望を持
つ者を支えるた
め、定期巡回・随
時対応型訪問介
護看護や看護小
規模多機能型居
宅介護等のサービ
ス体制整備、介護
人材確保をはじ
め、適切な資源の
分配を図る必要が
ある。
　介護報酬の構造
上、事業者が居住
系サービスを提供
した方が利益を生
みやすい体系と
なっていないか検
証する必要があ
る。
　自立支援に資す
るケアプランになっ
ているか確認する
ため、給付適正化
事業によるケアプ
ラン点検の充実を
図る。

　施設系サービス
受給率は、全国平
均と同程度の値で
ある。
　居住系サービス
受給率は、全国平
均より高い値であ
る。
　在宅サービス受
給率は、毎年漸増
しており、全国平均
より低い値である。

　居住系サービスの供給
量が多く、居住系サービ
スが在宅サービスを代替
しているのではないか。

　「見える化」システム
の指標を活用し分析。
「D29　要支援・要介護
者１人あたり定員（居
住系サービス）」（R３）
全国0.079、県0.114、
当市0.156、川崎市
0.169
上記より、当市の要支
援・要介護者１人あた
りの定員数は、全国平
均の２倍以上となって
おり、居住系サービス
の供給量が多いことが
分かる。

　次期計画に向け
て適切な施設整備
を検討する必要が
ある。

全国平均数との比
較

全国平均等との乖離につ
いて理由・問題点等の考

察　（仮説の設定）

設定した仮説の確認・
検証方法

問題を解決するた
めの対応策　（理

想像でも可）

　認定率は全国平
均と比較し数値の
差異はあるものの、
漸増傾向には違い
がない。
　調整済みの各認
定率では、概ね全
国平均と同様の値
となっている。

　さいたま市の人口比率
が全国平均よりも前期高
齢者が多く、後期高齢者
が少ないことが認定率に
差異が発生した理由であ
ると考えられる。

調整済み認定率では
全国平均と乖離が見
られないため、仮設の
確認・検証方法に係る
検討は要しないものと
判断する。

仮設の確認・検証
方法に係る検討は
要しないものと判
断したため、問題
を解決するための
対応策も検討を要
しないものと判断
する。

神奈川県 川崎市

活用データ名・
指標名

指標ID 単位 備考

データの値

自地域
都道府県平均・合計 全国平均・合計

比較地域

埼玉県 さいたま市



R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3 R1 R2 R3

全国平均数との比
較

全国平均等との乖離につ
いて理由・問題点等の考

察　（仮説の設定）

設定した仮説の確認・
検証方法

問題を解決するた
めの対応策　（理

想像でも可）
神奈川県 川崎市

活用データ名・
指標名

指標ID 単位 備考

データの値

自地域
都道府県平均・合計 全国平均・合計

比較地域

埼玉県 さいたま市

受給者1人あたり利用日数・回数（通
所リハビリテーション）

D31-f 日
見える化・時系列
（各年度年報）

6.1 6.1 6.1 6.3 6.2 6.2 5.9 5.9 5.9 6.6 6.6 6.6

受給者1人あたり給付月額（短期入
所生活介護）

D17-h 円
見える化・時系列
（各年度年報）

111,131 128,275 127,040 104,321 121,645 120,467 96,163 108,510 109,769 78,587 90,719 91,809

受給者1人あたり利用日数・回数（短
期入所生活介護）

D31-g 日
見える化・時系列
（各年度年報）

12.9 14.4 14.2 12.5 14.2 14.0 11.7 12.9 12.9 9.0 10.1 10.1

受給者1人あたり給付月額（短期入
所療養介護）

D17-i 円
見える化・時系列
（各年度年報）

92,277 98,139 96,343 94,914 100,925 103,685 85,707 90,944 92,181 88,178 93,891 92,224

受給者1人あたり利用日数・回数（短
期入所療養介護）

D31-h 日
見える化・時系列
（各年度年報）

8.1 8.5 8.3 8.4 8.8 9.0 7.8 8.1 8.2 7.6 7.9 7.7

受給者1人あたり給付月額（福祉用
具貸与）

D17-j 円
見える化・時系列
（各年度年報）

12,634 12,763 12,918 12,289 12,472 12,638 11,477 11,660 11,778 12,335 12,514 12,659

受給者1人あたり給付月額（特定施
設入居者生活介護）

D17-k 円
見える化・時系列
（各年度年報）

180,974 183,697 185,975 177,461 179,792 181,993 176,351 179,263 181,731 185,444 188,217 190,443

受給者1人あたり給付月額（介護予
防支援・居宅介護支援）

D17-l 円
見える化・時系列
（各年度年報）

13,708 13,829 14,099 13,025 13,154 13,486 12,666 12,730 13,051 13,307 13,611 14,137

受給者1人あたり給付月額（定期巡
回・随時対応型訪問介護看護）

D17-m 円
見える化・時系列
（各年度年報）

167,455 173,613 181,047 141,189 148,377 153,149 153,625 159,009 161,593 170,006 181,848 182,842

受給者1人あたり給付月額（夜間対
応型訪問介護）

D17-n 円
見える化・時系列
（各年度年報）

- - - 30,666 33,586 29,763 35,912 39,191 37,505 26,764 33,764 26,826

受給者1人あたり給付月額（認知症
対応型通所介護）

D17-o 円
見える化・時系列
（各年度年報）

119,751 130,732 123,215 114,849 121,023 121,732 114,133 118,031 117,876 120,471 127,279 129,021

受給者1人あたり利用日数・回数（認
知症対応型通所介護）

D31-i 日
見える化・時系列
（各年度年報）

9.9 10.7 10.2 10.3 10.6 10.8 10.7 10.8 10.9 10.0 10.2 10.5

受給者1人あたり給付月額（小規模
多機能型居宅介護）

D17-p 円
見える化・時系列
（各年度年報）

201,935 206,629 197,352 185,335 191,249 193,961 181,773 184,452 188,919 190,803 194,371 197,004

受給者1人あたり給付月額（認知症
対応型共同生活介護）

D17-q 円
見える化・時系列
（各年度年報）

268,427 269,810 271,105 256,443 258,897 261,902 253,116 256,463 258,749 264,617 268,423 271,065

受給者1人あたり給付月額（地域密
着型特定施設入居者生活介護）

D17-r 円
見える化・時系列
（各年度年報）

190,335 200,543 218,468 197,577 198,970 203,427 192,277 195,137 198,287 - - -

受給者1人あたり給付月額（看護小
規模多機能型居宅介護）

D17-s 円
見える化・時系列
（各年度年報）

303,962 288,470 264,977 248,285 264,388 266,626 245,778 251,873 257,477 256,077 254,470 268,179

受給者1人あたり給付月額（地域密
着型通所介護）

D17-t 円
見える化・時系列
（各年度年報）

72,362 77,188 77,682 68,715 71,535 71,694 73,781 77,098 76,705 63,217 67,891 67,418

受給者1人あたり利用日数・回数（地
域密着型通所介護）

D31-j 回
見える化・時系列
（各年度年報）

9.0 9.3 9.4 9.1 9.3 9.3 9.5 9.7 9.7 8.2 8.5 8.5

　「D31-a　受給者１
人あたり利用日数・
回数（訪問介護）」
が全国平均等と比
較して顕著に低い
ことが分かる（但
し、埼玉県も同様の
傾向）。
　「D17-ｃ、D31-ｃ、
D17-e」から訪問看
護や居宅療養管理
指導の利用が多く、
医療系サービスへ
の需要が大きいこ
とが分かる。

　居住系サービスの供給
量が多く、訪問介護等を
利用して在宅生活を送る
者が少ないのではない
か。
　病院や医師の少なさ
を、訪問看護や居宅療養
管理指導等の医療系
サービスで補っているの
ではないか。

　「D32-a　受給率（訪
問介護）（要介護度
別）」で確認すると、全
介護度において訪問
介護受給率が全国平
均を下回ったが、特に
要介護２での差が顕
著であった（全国
0.809％、本市
0.672％）。要介護３以
上は施設入所が視野
に入るため差が出にく
く、要介護１は居宅
サービスを中心に利用
しているものが多いた
め差が出にくいが、要
介護２は居住系サービ
スの利用を選択する
者が多いと考えられ
る。
　「G6-a　病院数（人口
10万対）」、「G6-b一般
診療所数（人口10万
対）」、「G7　医師数（人
口10万対）」で確認す
ると、いずれも全国平
均を下回った。医療系
サービスの日数や回
数が多い点は、ケアマ
ネジャーが必要なサー
ビスと量を適切に見込
んでいるためで、医療
給付を含めた全体とし
ては給付費の伸びを
抑えることに繋がって
いると考えられる。

　次期計画に向け
て適切な施設整備
を検討する必要が
ある。
　在宅で生活した
いという希望を持
つ者を支えるた
め、定期巡回・随
時対応型訪問介
護看護や看護小
規模多機能型居
宅介護等のサービ
ス体制整備、介護
人材確保をはじ
め、適切な資源の
分配を図る必要が
ある。
　介護報酬の構造
上、事業者が居住
系サービスを提供
した方が利益を生
みやすい体系と
なっていないか検
証する必要があ
る。
　自立支援に資す
るケアプランになっ
ているか確認する
ため、給付適正化
事業によるケアプ
ラン点検の充実を
図る。


